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最終講義

これからの「新しい広告」に

求められる重要ポイント

小　林　太三郎

　平成6年ユ月20日に行った「広告論」の最終講義に削除・加筆・修正を若干

加え，再整理したものが，下記の拙稿である。これからの広告に求められるい

くつかの重要ポイントを部分的なりとも提示できれば望外の悦である。

◇　　　　◇

1　1990年代の広告地盤の激震

　最近広告研究・実務の地盤が大きく変動している。これを私は「1990年代の

広告地盤激震」と呼んでいる。早稲田大学で広告論を担当するようになったの

は，昭和28年（1953隼）であるが，その頃のわが国の大学における広告論コー

スの開設はまことに少なく，早稲田大学のような動きは非常に珍しかったと言

えるであろう。

　このような時，米国広告論教育は下記のようにまで進展していれユ900年以

後の米国における大学での「広告コース」開設機関数はユ900－09期問に5大学，

それが1940－49の間に17校，その時までの合計が61校となるω。
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表1－1米国における広告コース開設時期

期　間 大学数 合　計

ユ900－09 5 8
1910－19 11 16

I920－29 15 31

工930－39 13 44

1940－49 17 61

　また1900年以後，広告プログラムを設けた米国の大学数は1950年までに43校

となっている②

　　　　　表1－2　1900隼以後の広告プログラムを設置した大学数

年 広告プログラム設置大学数

1910まで 1
1920 6
1930 10

1940 19

1950 43

1960 59

1970 64

1980 90

1990 111

　広告研究分野でのわが国の立ち遅れを残念ながら認めざるを得ない。した

がってわが国での大学における広告教育の位置づけ，方向，内容，教育方法な

どについては，それらの理論と実際の面で関係資料が劣しかったことは言うま

でもない。広告研究・教育の開発と進展の面でいろいろな問題・悩みなどが悪

いの外生じたり伴いもしたが，早稲田大学商学部のご理解を得て，今日まで広

告及び関連分野の研究が続行できたことは，私にとり大きな悦びであった。広

告論研究を許容して下さった早稲田大学の本部，商学部はもとより他の諸学

部・大学院，各研究所，さらには研究にご理解・ご支援を賜ったすべての教職

員の方々に対し衷心より謝意を表することをお許しいただきたい。
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　まず，広告事情の大きな変化について触れておこう。

　広告の考え方・性格も大きく変わってきている。1920年代にAIDAの原理

（ストロング），30数年後の1960年代にダグマー（コリー），それからまた約30

年して，IMC（統合型マーケティング・コミュニケーション）理論が，広告コ

ミュニケーション業界に登場している。約30年ごとに広告地盤が動いている。

90年代の地盤激震についてふれてみたい。

　最近は「広告」の考え方が変わりつつある。1960隼代は「ダグマー」のコ

ミュニケーション・スペクトラとかコミュニケーションの段階理論というのが

登場し，その方向で，広告界はいろいろ対応すべく務めたので，広告の理論と

実際がその方向で徐々に進歩・高質化の一途を辿ったが，1990年代に入ると，

殊に昨年，本年となると，IMC（インテグレーテッド・マーケティング・コ

ミュニケーションの略語）の考え方が現われるようになった。これは統合型

マーケティング・コミュニケーションのことで，もっともこのコトバはかつて

広告産業界で使われたことがあったが，いまのIMCはかつてのものとは実は

質・システム・プロセス・その他の諸点でちがうのである。

　マーケティングの世界にはローターボーン氏が提示した4Cがある。彼はプ

ロダクトは消費者に，プライスはコストに，プレース（流通）は便宜に，プロ

モーションはコミュニケーションに変えられるべきであると言う。この4P→

4Cの見方が適切だとすれば，上記のコミュニケーションの面で言えば，買い

手の納得のいく方法でのコミュニケーションといったところが主体的なものと

な乱同氏は、消費者の二一ズとウオンツを解明す飢彼らの欲しいと感じる

商晶だけが売れるものだ。商晶価格は商品価値の一部分にすぎない。二一ズと

欲求を満すためのコストという考え方が大切。プレースは買い易さに置きかえ

られる。最後のプロモーションはCにかえ，消費者が納得できる方法で伝達す

ることが大切……といった見方をする。こういう点に立つと，米国とか日本の
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ような国では，広告は新しいタイプの広告が必要一一企業・商品・サービスな

どに関する惰報を消費者はどう受けているか，どう使っているかを，一層掘り

下げて，買い手・見込客を分析することがますます大切となり，統合型マーケ

ティング・コミェニケーション（IMC）の考え方を強め・具体化することが肝

心一となる。

　こういうところで登場する広告コミュニケーション関係の割合新しいコトバ

が，「ブランド・コンタクト」である。ある研究者は「消費者がブランド・商

品・市場との係りあいの中で得た情報を含むブランド経験」と定義しているが，

これからの「新広告時代」では，このコトバがいよいよ目立ち，一段と深く研

究されるようになるだろう。

　こういう時代下のコミュニケーションは，一方向のコミュニケーションから

双方向のコミュニケーションになり，こういう点から広告の役割・機能・戦

略・戦術・広告組織問題が検討されるようになるのは必至。データベースヘの

関心は高まり，この面の深耕は広告界に一段と強く要請されるようになろ㌔

小売店でのPOS，つまり小売店のキャシャーと一体になった端末機＜POS

ターミナル〉により販売時点の情報を収集するシステムの一般化は，この強力

な刺激要因となる。

　IMCは，テクノロジイ，市場の変化，人口統計属性変化，グローバル経済

の変化，流通チャネル事情の変化，競争の激化，レジスレーション変化・社会

変化などと深い関係をもつ。統合型マーケティング・コミュニケーションは，

米国はも・とよりコミュニケーションの進んだ国々（例：日本）でこれからは注

目され，その具体化が広告界で急がれるようになると思う。広告主は？，広告

会社は？，販促会社は？，広告媒体社は？，広告調査会社は？，その他の関連

諸機関及び研究者はどう対応するのか？　ここしばらくはそれらの動向を見守

りたい。
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2　1990年代のニュー・アドバタイジング，1MCについて

　　　　　　　この必要・検討条件，日本と米国と比較して一

前掲のIMC間題の考え方，その扱い方，さらには検討課題などに焦点を置

いて考究してみよう。

　11〕…Cの考え方と広告先進国■米国はどうか

　広告の理論と実際が進んでいる国々では，最近「ニュー・アドバタイジン

グ」とか「インテグレイティッド・マーケティング・コミュニケーション

　（IMC）」というコトバが目立ってきている。「オーケストレーション」，「シー

ムレス・コミュニケーション」，「マーケティング・コミュニケーション・ミッ

クス」などのコトバもよく耳にする。また米国ではこの種のプログラムを開講

する大学も増えてきている。たとえば，ドレーク大学ジャーナリズム・マスコ

ミュニケーション・スクールでは，統合コーポレット・コミュニケーションの

プログラムを1993年8月から設けた。一インテグレイティッド・マーケテイン

グ・コミュニケーションの最近の傾向に焦点を置き，これまでの伝統的な学生

はもとより，広告・マーケティング・PR界の実務者を対象にした科目内容に

してい乱アラバマ大学の修士の専門プログラムは，マーケティング・ロミュ

ニケーション観点からの広告領域とPR領域の統合に力を入れた教育を行なっ

てい乱またコロラド大学では／MC教育には熱心で，IMCグラジュエート・

プログラムのディレクター，T・R・．ダンカン氏やスクール・オブ・ジャーナ

リズム＆マスコミュコケーションの助教授S・E・エベリット氏などが，この

分野の教育の充実化に精力的に務めているし，ノースウエスタン大学のメディ

ル・スクール・オブ・ジャーナリスムの広告■ダイレクト・マーケティング担

当教授D・S・シュルツ氏もIMC理論の啓蒙・普及・実践化に極めて目立った

動きをしている。多くの大学のlMC視点からの教育の充実化・強化策の動き
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が最近米国で目立つが，これからは一層そうなるものと思われる。

　またlMC問題を含むナショナル・コンファランスも盛んである。たとえば，

米国プロモーション・マーケティング・アソシエーション（PMAA）の1993年

3月，ニューヨークの全国大会では「変化の価値を発見する」のテーマの下で，

IMCが取り上げられている。「IMCに関するソクラティック・ダイアログ」で

は，販売／小売の役割，クライアント／メーカーの役割，プロモーション・

工一ジェンシーの役割，広告会杜の役割，IMCコンサルタント■消費者の役

割，PR会社の役割，ダイレクト・マーケティング・工一ジェンシーの役割，

タイ・イン・パートナーの役割などについて，それぞれの分野の7名がスピー

チしている。また「IMCはあなたの仕事と生活を変えようとしている」の

セッションでは，前記のシュルツ教授，ダンカン教授が自説を展開している。

広告会社，プロモーション・工一ジェンシー，調査会社，PR会社，ダイレク

ト・リスポンス・工一ジェンシー，その他IMC関係の実務者が，このセッ

ションに前向きに参加していたことをここに報告しておきたい。

　また「アドバタイジング・エイジ」誌のジョー・カポー氏（キイノート・プ

レゼンター）はこの大会で次のように主張している。

　「私の考えでは，伝統的な広告工一ジェンシーはフル・サービスを提供して

はいない。そのような広告会社にはフル・サービスをいっそう本気になって考

えてもらいたいと思う。あなたがメディア広告だけを扱うのなら，フル・サー

ビスを提供しているとはいえない。この革新（省略）の目的は，インテグレイ

テイッド・マーケティング・プログラムと呼ばれているものの実行化にある。

これは，テレビとか雑誌または新聞などを，内包するプログラムであるが，な

おも，PR，スポンサーシップ，スペシャル・イベント，またはDMとかテレ

マーケティングなども含んでいる。どんな手段を使うにしても，それは商品ま

たはサービスをクライアントの手から消費者の方に移すためのものである。私

は将来のマーケティングは，各種各様な小さな手段やギミックなどを寄せ集め
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たポプリといったものになると示唆しているわけでない。それらは真に統合さ

れるべきものであり，それらは一緒になって作用すべきものであり，それらは

意味があり理論に合ったものであり，また私が統合広告工一ジェンシーと呼ん

でいるところで調整されるべき，トータル・マーケティング・プログラムの全

部分になるものとみている」と。

　この統合的マーケティング（コミュニケーション）プログラムは広告会社に

とっても重要な検討課題となるのはこの主張から容易に理解できる。

（参考）　なお，米国のIMCについての調査資料には次のものが参考になる。

　　・「インテグレイテイッド’マーケテイング・コミュニケーションー消費

　　　財金国広告主の調査」，ノースウエスタン大学IMC学科調査，全米広告

　　　主協会および全米広告業協会後援，1991年。

　　・トーマス・R・ダンカンおよびステフェン・E・エベリット，「インテグ

　　　レイティッド・マーケテイング・コミュニケーションズのクライアント

　　　の知覚」，ジャーナル・オブ1アドバタイジング・リサーチ，1993年5

　　　月／6月号。

　　米国の広告主がIMCをどのように見ているかを概観するのにこれらは役

　立つ。

　（2〕わが国の1MCは

　一方わが国ではどうだろうか。「マーケティング・コミュニケーション論」

を学部や大学院に設けている大学の数はまことに少ない。また「プロモーショ

ン論」とか「広告・販促論」を扱うところもこれまた少ない（「平成5年度・

大学広告関違講座一覧」，日経広告研究所報　1993年8月／9月合併号，150号，

pp．75－91参照のこと）。加えて，「広告論」自体も米国の大学における講座設置

状況と比較するとかなり下回り，その設置校数の差はこれまた顕著である。

　それだけに，マーケティング視点からのマーケテイング・コミュニケーショ
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ンの研究，広告論観点からの，ニュー・アドバタイジングのIMC研究は，こ

れからの方向としては考えられるにしても，IMCの理論と実際の基礎研究と

それら研究の積み重ねによる一層のこの問題の深耕，そしてその洗練化と実用

化の動きは現状の通りで，全体的には進展していないといえよう。

　しかし，新しいマーケティング・コミュニケーション，つまりインテグレイ

テイッド・マーケティング・コミュニケーション（IMC）の研究の必要性は，

教育界，産業界，その他の関係諸領域・分野で痛感されているし，研究環境も

次第に好転しつつあるので，ニュー・アドバタイジングやIMCの理論・実務

上の研究は徐々に本格化の方向を辿るようになるものと思われる。

　わが国は国内の事情はもとより国外の諸事情を踏まえ，全般的広告・プロ

モーション事情，広告主・広告媒体社・広告会社・販促会社・調査会社・広告

研究団体の動きを考慮しつつ，消費者・社会・経済・テクノロジー・流通経

路・法規・その他の諸要因を勘案し，IMCの可能性・具体化策，考えられる

成果の過程を検討することになろうが，これが開化し結実するようになるまで

は，いろいろな問題をクリアーしなければならないだろう。

　IMC問題が登場し検討されるようになる条件として，シュルッ教授は前記

のPMAAの大会で，テクノロジーの変化・発達，市場の変化，人口統計属性

の変化，グローバル経済の変容，流通経路事惰の変化，競争激化，法規問題，

社会変化を列挙していたが，わが国にもあてはまるだろう。

　IMCの定義にはいろいろなものがあるが，有力なものの一つに教授の考え

方がある。「IMCのプロセスは測定可能で，効果的かつ効率的な双方向的コ

ミュニケーション・プログラムを開発することを意図している」，そして

「IMCアプローチはデータベース，行動的セグメンテーション，全形態のコ

ミュニケーションの利用，特定の反応，測定と評価によっている」（IMCは消

費者とかオーディエンスのブランドまたは企業接触の全ソースを考慮する）と

言う。教授はIMCについてのキー・ワードとして，「プロセス」，「行動に影響
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する」，「ブランド・コンタクツ」、「双方向」，「測定可能」を指摘・強調してい

たが，IMCやニュー・アドバタイジングを考え，具体化する際にはこれらの

考え方は大いに参考になる。

　わが国ではIMCの研究が，広告会社，プロモーション会社，大学，その他

の機関ですでに始められているが，ここしばらくの内はその基礎理論の研究が

続けられるものと思う。研究および適用・具現化が可能となるには，それに必

要な諸条件・環境がある程度まで整い，かつ広告主，広告会社，販促会社，調

査会社，媒体社，教育・研究機関などの理解・協力・助言・その成果報告の積

み重ねが得られるようになるのがその前提条件。IMC（またはIMC的）アプ

ローチがいろいろなケースにみられるようになるまでには，かなりの期間が必

要となることを付言しておきたい。

　13〕現場でのlMC実践上のポイント

　最後に，現場でIMCを考え実践してゆく時のポイントは何か。

　既にいくつかの点を説明したが，クライアントにサービスを提供する立場に

ある広告会社に対し，一言付け加えたい点がある。

　それは，「プロモーション」をどう取り扱うかということである。

　これまで広告界では，プロモーションに対して，短期的視点に立ち販売促進

だけを目的とした補助戦術という見方や，ブランドの構築という観点からブラ

ンドのイメージを損なう等の，どちらかと言えば否定的な見方も時にされてき

た。

　特に米国の広告会社では「ビロウ・ザ・ライン（伝統的なマス媒体の範囲

外）」と呼ばれ，広告会社にとって真剣に業務の対象にはされなかったことも

ないでもない。しかし，あの「アドエージ」までもが，プロモーションに関す

る記事や特集を頻繁に掲載するようになってきている。

　特に今回の構造的とも言える不況下においては，ブランド構築だけでなく，
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直接的な売上げの向上または維持を求められる場合が多く，中長期的な視点も

加味した上でのプロモーションとの連動は実際上不可欠になりつつある。これ

は，言わば「ターゲット・マーケティング」とも呼ぶべきものへの期待である。

　たとえば，リレーショナル・マーケティングやデータ・べ一ス・マーケテイ

ング等のプロモーションにとって比較的新しい領域においては，短期的な目標

だけでなく，広告主の営業戦略，事業載略に添った，中長期的な対応が求めら

れている。

　一方，コンピュータなど各種テクノロジーの発達もあり，様々なプロモー

ション手法が開発されてきており，スマート爆弾的に狙いを絞った展開も可能

になってきている。

　現在では，戦略目標を定めてその実現のために様々なプロモーション手法を

いかに選択し組み合わせてゆくかということが大きなウエイトを占め始めてき

ており，プロモーション戦略は，マーケティング・コミュニケーション全体の

戦略と大きく関係せざるを得なくなってきている。

　ターゲット・マーケティングの中で行なわれるニュー・プロモーションでは，

マスの情報や知識を持つことが不可欠となっており，また逆にマス広告の関係

者にもプロモーション的な視点が必要になってきており，今後IMC的な視点

で統合的にマーケティング・コミュニケーションを実施する際には，ニュー・

プロモーションは重要な役割を果たすことが期待されつつある。シュルッ教授

が昨年3月のPMAAの全国会議（ニューヨーク）で，セールス・プロモー

ションは，全マーケテイング・ミックスの中での主要な統合要因になるだろう

と語っておられたことを思い出す。

　メディァ部門が強い広告会社，CRが優秀な広告会社は当たり前である。こ

れからは，プロモーションが強い広告会社，プロモーション部門だけでなく，

あらゆる部局でプロモーションマインドを持った会社が良い広告会社という時

代が来つうある。
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3　米国広告主のlMC観

　　一広告主一広告会社関係面からの問題，広告主のlMC計画観など一

　わが国には，マーケティング・コミュニケーション，マーケティング・コ

ミュニケーション・ミックスとかコミュニケーション・シナージというコトバ

はこれまでも学界及び産業界で用いられ，また理論と実際の研究が行われてき

たが，統合的マーケティング・コミュニケーション（IMC）というわく付け，

その研究の深耕となるとむしろこれからの働きに待つというのが現状である。

IMCに対しわが国の広告主はどう考え，また広告会社・PR会社・販促会社な

どをIMCとの関係においてどのように見ているかについては，いまのところ

では把握・調査しにくいので，米国の広告主の動きを参考までに触れてみたい。

　l1〕広告主一広告会社関係視点からの1MC問題

　IMCを企業側（広告主側）はどう考えているのかとなると，わが国では

IMC問題はむしろこれからであり，このコトバ自体がマーケター内に浸透・

理解されていないので，ここでは米国の広告主の考え方・見方をご参考まで紹

介しよう。

　米国全国広告主協会とノースウエスタン大学は共同研究で「統合マーケティ

ング・コミュニケーションー消費者用晶全国広告主の調査」をユ991年2月～3

月の闇に実施している｛刮。被調査者はアドエージ誌の主要広皆主100社，アド

ウイーク誌のマーケティング・ウイーク・サプルメント「スーパーブランド…

米国のトップ2，000ブランド」から，標本フレームが考えられ，最終的には594

社に調査票が郵送され，132社の回答を得ている。被験者に1Cポイント尺度法

〈「全く反対」（1），「全く賛成」㈹のスケールを用いる〉で質問項目に回答を要

求している。
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1）予算の集中管理

　「わが社のマーケテイング・コミュニケーション予算は，これから3年のう

ちでは，集中管理の度合いがより高まるようになるだろう」というステートメ

ントに対しこのように回答している（図3－1）。回答尺度は「まったく反対」

（1ト「まったく賛成」（1Φの10スケールである。

　さて予算の集中管理面であるが1〕3，9％，（2）4．7％，（3〕12．4％，（4）7．8％，（5〕

10．9％，（6）9，3％，（7〕13．2％，（8）24％，（9〕8．5％，（1①5，4％で，（7トωの計が

51．1％である。集中的意識の強さが示されている。

　　　　　図3－1　マーケティング・コミュニケーション予算の集中管理

　間・広告主のマーケティング・コミュニケーション予算は，これから3隼のうちでは，

　　　その集中管理の度合でどうなるか？

　まったく反対（1）

　　　　　　12〕

　　　　　　（3）

　　　　　　（4）

　　　　　　（5〕

　　　　　　（6）

　　　　　　（7）

　　　　　　（8）

　　　　　　19）

　まったく賛成（1Φ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％〕

　　　　　　　　0510152025
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2）広告会社に求めるサービス

　広告主は，これらの3年間のうちに，一般広告以上のサービスを広告会社に

求めるようになるだろうかの問いに対しては，次のように回答を寄せている

（図3－2）。（1〕3．1％，（2）9．2％，（3〕16．2％，（4〕11．5％，（5〕10％，（6）11－5％，

（7）9．2％，（8）21．5％，（9）4．6％，αΦ3．1％で，（6トωの計が49－9％。広告会社に

求めるサービスの幅の拡大化が求められているのが現況といえよう。
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　　　　　　　　　図3－2　広告会社に求めるサービス

間．広告主はこれから3年問のうちに、一般広告以上のサービスを広告会社に求める

　　ようになるか？

まったく反対（1〕

　　　　　　（2）

　　　　　　（3）

　　　　　　（4）

　　　　　　（5）

　　　　　　（6）

　　　　　　（7）

　　　　　　18）

　　　　　　（9）

まったく賛成（1Φ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％〕

　　　　　　　　0510152025
　　図3－3　社外のマーケティング・コミュニケーション・マンヘの依存

間．広告主（わが社）は社外のマーケティング・コミュニケーション・マンヘの依存度

　　を，これから3年問のうちより強めるようになるか？

まったく反対（1）

　　　　　　（2）

　　　　　　（3）

　　　　　　（4）

　　　　　　（5）

　　　　　　（6）

　　　　　　（7）
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3）社外マーケティング・コミュニケーション・マンヘの依存

　わ綱土（広告主）は社外のマーケティング・コミュニケーション・マンヘの

依存度を，これから3年聞はより強めることになろうというステートメント面
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では，自力だけでなく，外部の力を利用するといった意識が強まっている（図

3－3）。（ユ〕6，2％，（2〕7，8％，13）13．2％，（4）7％，（5）13．2％，（6）10．9％，（7〕

17．1％，／8〕17．1％，（9〕4．5％，ω3．1％で，（6ト㈹の計が53．ユ％。マーケテイン

グ・コミュニケーション面について外部のコミュニケーション・マンの力を利

用する考え方は，徐々に高まるものと予想されよう。

4）　アイデア・ソース

　さて，このマーケティング・コミュニケーションの新しいアイデアについて

だが，その大部分は広告会社から，という考え方については，（1〕4．6％，12〕

12．3％，（3）20，8％，（4）ユ7．7％，（5）11．5％，以上の計66．9％，（6〕13．1％，（7）

8．5％，（8）6．9％，（9〕2．3％，（1Φ2．3％となっている（図3－4）。マーケティン

グ・コミュニケーション面のニュー・アイデアとなると，広告主側でその圭体

性を持つというのが一般の考え方のようだ。

　　　　図3－4　マーケティング・コミュニケーションのアイデア・ソース

　問．広告主（わが社）はマーケティング・コミュニケーションの新しいアイデアについ

　　　ては，その大都分は取引先の広告全社から受けるカ・？

　まったく反対｛1）

　　　　　　　（2）

　　　　　　　（3〕

　　　　　　　（4〕

　　　　　　　（5）

　　　　　　　（6）

　　　　　　　（7）

　　　　　　　（8）

　　　　　　　（9）

　まったく賛成（1Φ
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5）専眉工一ジェンシーへの期待

　今後3年間，わが社は他社と関係しない広告，SP，PR，およびダイレク
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ト・マーケティングなどの工一ジェンシーと協力することを期待するというス

テートメントに対しては，全く反対（1）1．5％，（2）1，5％，（3〕7．7％，（4）3．1％，（5）

3，8％，（6〕3．8％，（7〕21．8％，（8〕29．2％，（9〕15．4％，全く賛成㈹12．3％であり，

（6）一α③の賛成意見の計が82．5％（図3－5）。広告主一広告会社関係について

の日米間の相違事情を踏まえた上でこの数字をお読みいただきたい。

　　　　　　　　　　図3－5　專属工一ジェンシーへの期待

　問．広告主（わが社）は他社と関係しない広告，S　P，P　R，ダイレクト・マーケティ

　　　ングなどの工一ジェンシーとの協力を期待するか？

　まったく反対（1〕

　　　　　　　（2）

　　　　　　　（3）

　　　　　　　（4〕

　　　　　　　（5）

　　　　　　　16）

　　　　　　　（7）

　　　　　　　（8）

　　　　　　　（9）
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6）　ワン・ポイス，ワン・ブランド・パーソナリティについて

　広告・その他のコミュニケーション・インパクトを高めるには，いわゆる

〈ワン・ボイス〉，〈ワン・ブランド・パーソナリティ〉を提示することが，一

般に必要とみられているが，こういうことの提示アイデアを広告主はどう考え

ているかについては，賛成度は圧倒的に高い（図3－6）。（8〕28．5％，（9〕20％，

ω33．8％で，これらの計カ唱2．3％となる。インテグレーテッド・マーケテイン

グ・コミュニケーション戦略・戦術面には〈ワン・ボイス〉及び＜ワン・ブラ

ンド・パーソナリティ〉が大切だと広告主のほとんどはみているが，このこと

は納得できよう。
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　　　図3－6　ワン・ボイス，ワン・ブランド・バーソナリティについて

間．わが社のマーケティング・コミュニケーションにおいてワン・ボイス，ワン・ブ

　　ランド・パーソナリティを提示するアイデアは、その重要度を増している。
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7）広告工一ジェンシー同士の協カ

　わが社と取引関係のある広告会社と広告以外の他のコミュニケーション・

工一ジェンシーとの協力関係について広告主はどうみているのだろうか。これ

から3年間の見通しとしては，両者関係の一層の協力化が強く期待されている

のは確かである（図3－7）。より緊密な協力化をわが広告会社に期待すると

いうステートメントに対し，「まったく賛成」のωが17．9％，（9）12．2％，（8）

28，5％，以上の計が58，6％で，当然のことながら肯定意見が顕著である。

　なお，ダイレクト・マーケティング・工一ジェンシーがその他のコミュニ

ケーション・工一ジェンシーとより一層協同することについてはどうか（図3

－8〕。回答結果はσ③12％，（9）18．1％，（8〕28．9％，（7〕16．9％，（6）7．2％，〈（5）

7．2％と，（4｝4．8％，（3）2．4％，（2）1．2％，（1）ユ．2％〉である。

　またPR工一ジェンシーと他のコミュニケーション・工一ジェンシーとの一

層の協力化への期待（これから3年闘）については，広告主の期待度は高い

（図3－9）。16ト㈹の計が79．5％となる。
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　　　　　　　　　　図3一フ　広告会社同士の協カ

間．これから3年間に，広告主（わが社）の取引広告全社が他のコミュニケーション・

　　工一ジェンシーと緊密に協力することを私は期待する。

まったく反対（1〕

　　　　　（2）
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　　図3－8　ダイレクト・マーケティング・工一ジェンシーの他への協カ

問．これからの3年のうちに，わが社のダイレクト・マーケティング・工一ジェンシ

　　ーは，他のコミュニケーション・工一ジェンシーに緊密に協力するようになると

　　期待している。
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　　　　　　　　図3－9　PR工一ジェンシーの他への協カ

　間、これから3年のうちに，わが社のP　R工一ジェンシーは，他のコミュニケーショ

　　ン・工一ジェンシーに緊密に協力するようになると期待している。

まったく反対（1）

　　　　　（2〕

　　　　　（3）
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　　　　　　　図3－10PR工一ジェンシーの他への協カ

間、これから3年のうちに，わが社のS　P工一ジェンシーは・他のコミュニケーショ

　　ン・工一ジェンシーに緊密に協力するようになると期待している。
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　では広告主のセールス・プロモーション・工一ジェンシーが，これから3年

のうちに，他のコミュニケーション・工一ジェンシーに緊密に協力するように

なるかについては，次のような回答となる（図3－10）。（6〕11．7％，（7）14．6％，

（8〕32％，（9）9．7％，llΦ14．6％で，（1ト（1⑪の計が82．6％。広告主はSP工一ジェ

ンシーは他のコミュニケーション・工一ジェンシーにますます協力するように

なるだろうと見ている。

8）広告主からみたlMCにおける広告工一ジェンシーの役割

　広告主は，統合型マーケティング・コミュニケーション（いわゆるIMC）

への意識を一層高めるとともに，これからはその具現化に努めるようになるだ

ろうが，このような場合，総合広告会社の力がどの程度利用できるようになる

かは，われわれの最大関心事のひとつである。

　この調査結果のまとめから，その一部を紹介すると次のようになる（部分要

約のみ）。多くの広告主はIMCの調査は自社の組織内で行うべきものであり，

また一部の広告主は広告会社でのIMCの利用は広告主のコミュニケーション

計画をコントロールするのではないか，ともみている。また広告主の多くは，

IMCプログラムの調整面で広告会社がよりよい存在となるとか，IMCの調

整・協力によい力を発揮するという見方には消極的なようだ。広告会社が広告

主の自社内のタレントよりはより多くの人材を抱えていることは広告主はみて

いない。多くの広告主は，工一ジェンシーに自社のすべてのことにIMCを扱

わせる計画は現在のところ持っていないようだ。しかし，多くのマーケティン

グ組織の中でlMCの統合サプライヤーとなるチャンスは広告会社にあるとは

見ていても，この調査からすると，広告主はIMCにおける工一ジェンシーの

役割を強く感じていないというのが調査時の意見のようだ。

　いまの，またこれからのクライアントにIMCプログラムを提供しようとす

る広告会社の当面する主な問題のひとつは，マーケティング・マネジャー側の

広告会社の能力についての見方である。いまのIMCアプローチ面で，提供し
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てきた広告会社のサービスからは，受ける便益はあまりないのではないかとい

う考え方も広告主の一部にみられよう。

　広告会社は統合化プロセスで主要なプレイヤーになり得るだろうが，工一

ジェンシーはクライアントが広告会社にこのような役割を考える前に，現在の

工一ジェンシーの活動，組織，能力，考え方などを再調整することが肝心であ

る。要は，IMCで広告会社が売ろうとしてきたことは，クライアントが欲し

ているもの，クライアントがいま買うのでない……と恩われては元も子もない。

　前記のものは米国の一事惰にすぎない。わが国の場合，このIMC化の動き

は少し遅れようが，総合広告会社は，IMC研究とその具体化面で，そのリー

ダーショプが広告主から求められるようになるだろうから，広告会社はこの分

野でのサービスの改良・開発に，これからはより留意・努めることが肝心とな

ろう。

（2〕広告主のlMC計画（統合型マーケティング・プログラム）観はどう

　　なっているか

　上記の同調査から統合型マーケティング・プログラムに関する見方を部分的

ながらも紹介するとこのようになる。

　r統合型マーケティング・プログラムはわが杜のマーケティング・コミュニ

ケーション計画のコストを増やす」というステートメントに対しては，（1）

14，5％，（2）9．9％，（3〕22．9％，（4〕16．8％、（5）13．7％で，これらの計が77．8％で

ある。否定的見解が目立つ（図3－11）。

　「統合型マーケティング・プログラムは，マーケテイング・コミュニケー

ション計画のインパクトを高める」という面では，肯定的見解が圧倒的である

（図3－12）。（6ト㈹の合計で，89．5％である。

　「統合型コミュニケーション・プログラムはわれわれのコミュニケーション

に首尾を一貫性をもたらすものである」については，（8〕29．5％，（9）2L2％，（1Φ
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　　　　　図3－11銃合型マーケティング・プログラムξコスト

間．統合型マーケティング・プログラムは、わが社のマーケティング・コミュ…ケー

　　ション計画のコストを増加させる。
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　　　　図3－12統合型マー方ティング・プログラムのインバクト

問．統合型マーケティング・，プログラムはマーケティング・コミュニケーション計画
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　　　　　　図3－13揃合型マーケティング・プ1＝1グラムの一■性

悶、統合型コミュニケーションはわが社のコミュニケーションに一貫性をもたらすも

　　のである。
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問．別個のマーケティング及ぴコミュニケーションの諸機能の統合は，わが社の場合，

　　その集中イヒは困難だろう。
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　　　　　　　　図3－15統合型プログラムの変化への対応

問．統合型プログラムは，マーケティング事情が変わるときは，その修正が困難であ

　　る。
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問．統合型工一ジェンシーは。例えぱ広告，プロモーション・PR，ダィレぞト，・マ
　　ーケティングのすべての領域に渡って，量高レベルのタレントを必ずしも括って

　　いる必要はない。
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　図3－17統合型マーケティング・コミュニケーションと自社組織との関係

問・わが社の今の組織構造では，マーケティング・コミュニケーションを統合するの

　　は難しい。

　まったく反対（1〕
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39．4％で一貫性を認めている広告主は実に多い（図3－13）。

　「別個のマーケティング及びコミュニケーションの機能統合は，わが社の場

合その集中化は困難である」に関しては，（3〕と（4〕の否定意見が目につく

（33．6％）（図3－14）。しかし，この点を肯定している広告主も存在すること

はこの通り。

　マーケティング事情の変化と統合型プログラムの関係については（「統合型

プログラムは，マーケティング事情が変化するとき，その修正は難しい」の問

に対し），（3〕34．4％，（4）14．5％，（5〕11．5％，それらの計が60，4％となる。困難

に対し否定的な見方をしている点には注目したい（図3－15）。

　統合型プログラムの計画・実施の際に，広告主は広告社会を利用することに

なるが，その工一ジェンシーのスタッフの能力水準について，どう考えている

のだろうか（図3－16）。「統合型工一ジェンシーは，例えば，広告，プロモー

ション，PR，ダイレクト・マーケティングの全領域に渡って最高レベルのタ

レントを必ずしも持っている必要はない」の問に対しては，（7〕11．5％，（8）30％，
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（9〕0．8％，α⑪25．4％，17トσ⑭の計87．7％。このステートメントの肯定的意見が

圧倒的である。米国の広告主には，、稗合孕プログラムの管琴は広肯主集中が主

体という考え方が強いので，肯定見解が目につくといえるのではあるまいか。

　統合型マーケティング・コミュニケーションの採用と自社の組織の関係では

（「わ洲土の今の組織構造では，マーケティング・コミュニケーションを統合

するのは難しい」という問に対し），（1）6．9％，（2〕14．5％，（3〕23．7％，（4〕10．7％，

これらの計55．8％。困難の否定が肯定より上回っている（図3－17）。

　わが国では周知の通り新しい広告とかシームレス・コミュニケーションとし

てのIMCの理論と実際はむしろこれからであるので，以上で米国広告主の

IMC観について紹介してみた。もとより，国情及び広告主一広告会社関係，

さらにはマーケティング・コミ丘ニケーション関係諸機関の発展事情，大学・

その他研究・教育機関での研究状況が異るので，上述のものが，わが国にもあ

てはまると割り切ることは適切でないが，日本的なIMC問題を考える上で参

考になる点が多いと言える。

㈹記〕IMCの研究については，広告，PR，及びマーケティング・コミュニケーション

　　　の教育のあり方・方向についての報告書，“Prep劃ri㎎Adwtisi㎎and　Public

　　　Re1ations　Students　for　the　Communications　Industry　in　the21苫ユCentury，Report

　　　of　Task　Force　on　Integrated　Communications，December1993川Prep昼red　by　Tom

　　　Dunca皿，University　of　Co1omds，αarke　Caywood，Northwestem　University，

　　　D㎝g　Newsom，Texas　Ch．istian　Universityも参考になるので付言しておく。

　上述の広告主のIMC観はまだ流動的でありこれからも変化・変質すること

が考えられるが，1990年代から台頭してきた統合型マーケティング・コミュニ

ケーション観は現状ではこのような方向に向いているという意味で、これら調

査結果は参考になるところが多い。わが国ではこの種のコンセプト自体もまだ

広く理解されていないので，IMC調査は計画・実施しにくいが，これらの調

査結果は，これからの日本の㎜Cを開発・発展させる上で参考になるところ
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4　最近の広告及び広告関連重要課題

　　一米国全国広告主，わが国広告主・広告会社・販促会社の考え方

　最後に米国の広告主，わが国の広告主，広告会社及び販促会社の広告重要課

題についてまとめておきたい。下記のものは広告及びその関連重要問題の殆ん

どを内包しているとはいえないが，広告の理論と実際面における重要研究課題

を部分的なりとも示唆していることは確かである。まず，米国の全国広告主協

会の調査結果について。

　11）米国の広告エクスパートは「広告の将来」をこう見る■全国広告主協会

　　詞査

　全国広告主協会（ANA）はかつてデルファイ法で，将来の広告はどうなる

という課題の調査を行ったことがあ私199ユ年の初の調査だが，この結果をハ

イライトという形で，ANAが1993年協会機関誌の秋季号（Nα8）で一部分，

取りあげているというのが現状である。この調査の対象者はこのような課題回

答にふさわしいエクスパート55名である。質問項目は次の6つのトピックに分

別される。

　（1）広缶オーディエンス，（2）広告ビジネス，（3）広告内容，14〕広告費，15〕媒体お

よび（6〕テクノロジーの6つ。このために提案されたシナリオは63で，これをト

ピックから区分すると，、6トピックに区分できるというものである。被験者に

各シナリオの確率（P）を0－100％スケールで評価するよう要請した。また

望ましいという願望度（D）を，0から10（最も望ましい）のスケールで回答

」させるようにもしている。調査機会はSRI社（StatisticalResearchInc．）であ

る：。リポートの一部をここに紹介してみよう。
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［発生確率は高，原望度高のもの］

●広告主は商品の販売と利益の点から広告費のアカウンタビリティ（会計責

　任）をより強く要講するようになろう（P81灼D8）〈Pは確率，Dは願望

　度を意味する〉

●マルティプルTVオーナーシップは成長し続けるだろう（P74％，D7）t

○消費者用品の広告主では，広告の意志決定がますますトップマネージメント

　の関心事となるであろう（71％，7）

［発生確率は高，原望度低のもの］

●広告会社は広告主からの値下げ要求もあって，プロフィット・マージンを下

　げるようになるだろう（73％，3）

●グローバル・メディアのオーナ†シップは2～3の企業に集中しがちになろ

　う（67％，2）

●消費者は広告数が増加するにつれ，広告への反応は減少するだろうぺ66％ゾ

　2）

工発生確率は低，願望痩畳のもの］

●広告調査で，広告が行われる前にその効果を正確に予測することができるだ

　ろう（37％，8）

［発生確率ほ低，原望度低のもの］．

●大規模媒体社は宥カな広告会社を持つだろう（33％，2）

●公共放送は，財務支援が欠けるため，世の中から消えてしまうだろう．（35％，

　1）

●広告は大部分がソフト・セルのメッセージの伴うエンタテインメントになる

　だろう（37％，3一）
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　では先述の6つのトピック面では，どんなものが上位に入ってくるのだろう

か。

●（広告オーディエンス）情報提供型広告は消費者生活では重要な部分となろ

　う（64％，8）

●（広告ビジネス）広告会社はクライアント・サービスの中により多くのマー

　ケティング・サービスを追加することで，統合型コミュニケーション・サL

　ビスを提供するようになろう（63％，7）

●（広告内容）広告はフランド価値の増大化に焦点を合わせるようになるだろ

　う（61％，8）

●（広告量）広告主は販促サポートを強めるため媒体広告費を削るようになろ

　う（52％，2）

●（媒体）プライバシー問題でデイレクト・マーケティングの成長を阻止する

　だろう（58％，6）

●（テクノロジー）双方向システムを通じての視聴者参加は，テレビ番組編成

　の基準となるだろう（47％，5）

　以上の回答に基づくとこんな考え方ができよ㌔広告オーディエンス面の情

報提供型広告は消費者生活にとってこれからもより重要性を増すだろうし，広

告ビジネス面でのIMC（インテグレイテイッド・マーケティング・コミュニ

ケーション）思考傾向は広告会社のサービス提供面で次第に目立つようになる

とも思われる。IMCサービスは急激にというよりは徐々に……広告会社の

サーピス面に取り入れられるようになるのは必至と考える。広告内容面のブラ

ンド価値の増大に結びつく表現活動はこれからも主な動きの一つとなるだろう。

広告費の面について。プロモーション費と広告費の1992年一97年の複合成長率

はVS＆Aの分析によると，プロモーション5．3％，測定媒体広告6．2％，非測

定媒体広告5．8％，全体5．7％と推定されている。広告の活性化がこのように予
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測されているので，媒体費の削りは少なくなるものと思える。媒体面でのプラ

イバシー問題のダイレクト・リスポンス・マーケチィングヘのマイナス影響に

は注目したいところ。テクノロジー面での視聴者参加はTV番組編成の有力な

基準となることにもそうである。

　12〕平成6年のわが国有カ広告主の広告重要課題

　「貴社での広告宣伝都門が，とくに平成6年に取組むべき重要課題を，下記

I．および皿．から各々5項目を挙げて，各々の重要順に第1位から第5位ま

で順位をつけて下さい。そしてその第1位項目への理由を記して下さい」の問

に対して，下記の回答を得た。ここでは総計，消費財広告主（内訳：食品類と

薬粧晶）の回答結果のみを提示した。

　総計は203社，消費財90社（各種食品52社，薬粧雑貨38社）である。因みに，

酎久財は51社，生産財16社，商業サービス18社，金融関係11社，公共・住宅建

設奪17社の回答であったことを，ここに付記しておく（下掲調査要領参照）。

　なお，消費財広告主グループは，広告依存度が高いので，この種の広告主の

意識を検討しておくのは，それだけの意義があるものと思われる。

　今回の調査では，「パブリシティヘの積極的取組み」，「広告宣伝費の含理化

施策」などが，新項目として設定されたことをまず指摘してお㍍

　全体では，（加重平均から順位づけると）1位は「販売部門との調整と連携

強化」で，これに2位「広告予算の適正確保」，3位「広告宣伝費の合理化施

策」，4位「パブリシティヘの積極的取組み」，5位「企業広告への取組み」が

続く。この上位5項目の後，6位「マス広告積極活用への取組み」，7位「広

告効果測定への取組み」，8位「地域広告展開への取組み」，9位「広告表現の

開発」，1C位「チャネル・プロモーションヘの取組み」が続く。今年新たに加

えられた「広告宣伝費の合理化施策」への広告主の回答では，次のようなもの

が目につく。
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　厳しい採算の中，コスト・パフォーマンスの優れた広告を考えたい。また広

告の効率化策を考えたい。各支店での広告宣伝費を本社で一元管理す乱店頭

でのフォロー活動を重点指肉し，販促手段の充実化を考える。広告宣伝費削除

から生ずる合理化施策，宣伝費削減の中，主力媒体確保への諸対策。なお，新

項目「パブリシティヘの積極取組み」では，積極的な商品開発→新商晶を発売

した上でのパブリシティ。社会環境に対する摩告表現の重視→パブリシティの

獲得が大きなポイント。予算削除→パブリシティの確保。パブリシテイで企業

の社会的認知度の向上を。小規模予算で大きな効果。広告費削除をパブリシ

ティで埋める。純広告中止のフォロー策として，宣伝費削除→広告露出度低下

→弱くなる部分をパプリシティで，信頼回復のため企業情報を開示。広告費の

有効活用を。各媒体社にパブリシティ活動を強化したい（広告予算削減のた

め）。

　なお，広告依存度の強い消費財グループが，どんな項目を上位10項目の中に

入れているかについては，全体の項目順位と比較しながら一「平成6年の広告重

要課題」の表をお読みいただきたい（表6－1参照）。

圃査婁領】

調査監修：早稲田大学商学部教授　小林太三郎

調査主体：AD懇談会箏務局　（章任者・野申信一）

調査期日：平成5年12月8日一平成6年1月7日

調査対象：’わが国産業界の有力広皆主492社の広告宣伝部門担当者を対象とした。

調査方法：原則として郵送アンケート方式による。

調査回答：回答総数203社（有効回答，回答率4ユ．3％）

回答篠戎：消費財μ％二耐久財25％，生産財8％，’商業サービス9％，金融5％，その

他8％、

フェースシート

総計一………一・　　　203

＊消費財…………　　　　90

（100％）

（44．3％）
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　　各種食品・………一・52　（25．6％）

　　菓子欽料　　　　　20　菓子・パン類10，ソフト飲料・アイスクリーム類10．

　　加工食品　　　　　24　水産・畜産6，食油・調味料10，製粉・製糖3，乳業・

　　　　　　　　　　　　　他5、

　　各種酒類　　　　11　ビール3，洋酒3，日本酒5、
　薬粧雑貨一…　　　38　（ユ8、ア％）

　　医薬品　　　　　　14　大衆薬・漢方薬7，専門薬4，総合薬3．

　　化粧品　　　　　10　各種省粧晶8，毛筆関連晶2．

　　　トイレタリー晶　　14　油脂洗剤・育児用品4，ティッシュ・生理用品3，防虫

　　　　　　　　　　　　　一剤3，煙草他4．

＊耐久財一・・…一・…・…　51　（25，1％）

　　　家電・音響品……　8　総合電機4，音響品3，家庭用品1．

　　傭報精密機器・…・・13　電算機器5，映像・複写機器3，健康機器類3，時計2．

　　通信機器サービス．6　通信機器2，通信サービス4．

　　繊維・衣料品一一　9　各種衣料品5，化繊紡績2，服飾晶等2、

　　趣味・文化品・…・・15　スポーツ用品3，塗料3，学習・事務用晶等5，雑貨そ

　　　　　　　　　　　　　　の他4．

＊生産財一・・…一・・一・・16　（7，9％）各種化学3，電子機器・部晶等4，産業機械

　　　　　　　　　　　　　等9，

＊商業サービス…………　18　（8．9％）

　　各種小売業…・一　12　百貨店4，量販店・家電量販店5、通販2，フアスト

　　　　　　　　　　　　　　フード1．

　　観光運輸他………　6　航空・運輸3，観光他3．

＊金融関係…・…………・・11　（5，4％）

　　銀行一……・…一　　4　地方銀行含む．

　　保険その他………　7　保険3，証券・クレジットローン4、

＊公共・住宅建設等一一　17　（8、螂）

　　住宅建設関遵・一　11　住宅・建設・不動産9，設備晶他2．

　　公共・エネルギー　6　電力・ガス3，石油他3．

表4－1 平成6隼の広告重要課題

広告重要課題
　　項目

1．販売部門との調整と
　　　　　　　　　連携強化

　総計

加重平均

　得票築

ユ、995

59．6

消費財

加重平均

　得票率

2．081

61．6

うち食品類

加重率均

　得票率

2．200

α．o

うち薬粧晶

カ日重平均

　得票率

1，9ユ7

61．1
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2．広告予算の適正確保 1．995 1．860 2I060 1．583

5Z0 54．7 60－0 472

3．広告宣伝費の合理化施策 1．808 1．640 ユ、820 1．389

53．5 48．8 5Z0 μ．4

4． パブリシティヘの ユ．719 1，869 1．896 ユ．833

積極取組み 65，3 60．7 62．5 58，3

5．企業広告への取組み ユ．53ユ 1．131 1，104 1．000

40，8 34．5 33－3 30－6

6． マス広告積極活用への ユ．500 2．619 2，042 1．139

取組み 3＆8 41．7 50－0 30－6

7．広告効果測定への取組み 1．389 ユ、535 ユ．360 1，778

50－0 53．5 54．0 52－8

8． 地域広告展開への取組み 1．362 1I595 1，646 ユ．528

42．9 48．8 50－0 472

9．広告表現の開発 1．131 1．419 1．120 ユ．833

38－9 477 40－0 5＆3

10． チャネルプロモーション 1．066 ユ．226 1I063 1．444

への取組み 31，6 3a9 31．3 44．4

11． 生活情報広告の表現開発 1．026 1．ユ07 0，896 1．389

への取組み 31．6 32－1 29－2 361
12． 広告表現と社会性の適合 1．000 1．012 0，938 1．ユユユ

チェック 34．2 34．5 354 33－3

13． トップとの意志疎通強化 0．990 O，895 0．800 1．028

30－3 25．6 24．0 2718

ユ4． トータルマーケティング 0．899 1．070 1．340 ユ．083

機能への参画強化 2＆8 3Z6 32－0 3＆3

ユ5． 広告活動と企業政策の一致 0．869 O．837 0．880 O，778

273 256 260 25－0

16． 商品事業部との連携強化 C，763 O．58ユ O．660 0．472

21．7 163 160 167
17． プレミアムプロモーション O，740 O．976 ユ．27ユ 0．583

への取組み 20－9 2＆6 375 167
18、 環境・消費者問題への 0．694 0．774 O．77ユ 0．778

取組み 32．1 34．5 31．3 3＆9

19、 ダイレクトマーケテイング 0．617 0．202 0．083 0．36ユ

への取組み 20－4 60 42 83
20． イベントプロモーション O．612 O．393 O．396 0．389

への取組み 21．4 14．3 250 13－9

2ユ． 広告代理店の選別と連携 O．545 0，605 0．640 0．556

強化 2玖2 267 3α0 22－2

306

306

167

167
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22．全社的広報部門との連携 O，540 O．349 O．240 O．500

強化 20．2 11．6 1α0 13．‘

23． ライフスタイル戦略への O，515 O．464 0，333 0．639

取組み 18－9 1a7 12－5 22．2

24． 企業P　Rイベントヘの O，495 0．405 0．542 0．222

取組み 19－4 179 250 ＆3

25． ロコミ戦術への積極取組み O．485 0．583 O，521 O．667

18－9 22．6 1a7 30－6

26．広告有用情報の収集強化 O．444 O．512 O．460 0．583

15－7 19－8 20－0 19－4

27． 広告スタッフの教育強化 O．374 O．407 0．300 O．556

177 20－9 1a0 278

28．広告組織の機能明確化 O，338 0．163 0，200 0．111

14．1 8－1 ＆0 ＆3

29、 商品広告・企業広告 O．298 O．291 O，340 0．222

予算配分 11．6 11，6 1λ0 11．1

30、 C　Iプログラムヘの取組み O．276 O．226 O，042 O，472

9．2 711 4．2 11．1

3ユ． 比較広告への取組み O．194 0．262 O．146 O．417
611 71 12－5 11．1

32． ニューメディアヘの積極 O，133 0．107 OI167 0，028

取組み 5．6 60 ＆3 λ8

33． 広告部門人員数の適正確保 O．086 O．047 0．080
’

a1 λ3 4．0
一

34．広告部門の職務拡大への OIC86 O．ユ16 C．140 0．083

対応 3－5 3－5 4．0 2－8

139

222

83

300

194

278

83

　13〕平成6年の広告・販促会社の社長訓示

　広告会社及び販促会社を対象にし（調査要領参照）「平成6年年頭での貴社

社長訓示の方針を下記に簡単にコメントして下さい」と質問し，総合広告会社，

販促会社より下記のような回答を得た（下掲調査要領参照）。

偶査要領】

調査目的：乎成不況といわれる厳しい広告環境の今日，平成6隼に向けての薬界全体の

　　　　　動向をマクロ的に把握し，広告・販促会社など，個々の事業経営の位置付け

　　　　　と進路の判断に，基本的な参考とすることを目的とする。
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調査対象：広告業界の年問取扱高からみて上位百社の広告会社を中心に，それに加えて

　　　　　AD懇談会加盟の有力関係広告会社等を対象に含む。合計262社の広告会社・

　　　　　販促会社・制作会社の経営者・管理者宛に調査票を郵送。

調査期日：平成6年1月8日一平成6年2月3日。

調査回答：有効回答89社，回答率34．O％。なお回答はFAX．返信による。

調査主体：監修＝早稲田大学藺学都教授　小林太三郎

　　　　　実施昌A　D懇談会事務局長　野中信一

フェースシート：有効回答総数89社＝100％構成。

総合広告会社（小計）

　　Aグループ（取扱高370億円以上）

　　Bグループ（〃130－340億円）

　　Cグループ（φ60－128億円）

　　Dグループ（410－50億円）

　　Eグループ（東阪名エリア以外の地方広告会社）

62社

13

13

13

13

10

各種販促会社（小計）

　　大規模グループ　（取扱高36億円以上）

　　申小規模グループ（取扱高33，6億円以下）

27社

13

14

総合広告会社

Aグルーブ
1．本年半ばから，日本経済も広告界も回復基調に転ずる。夢を描き自信と勇気を持っ

　て，競カ泄の夢を実現しよう。

2．広告は生活者の暮らしを明るく楽しいものにするために，企業との橋渡しをする仕

　事であ私気分を一新し，明るい将来に目を向けて努力したい。

3．社が質の仕事へ変貌していく“イノベーション元年”としたい。広告コミュニケー

　ションの会社として，萬価を発揮する年だ。

4．これまで培ってきた良質なコミュニケーション・ノウハウを一層向上させ，時代の

　二一ズに応え私と同時に未来を見通し，新しい価値を創遣する。

5．立志と着手。

6．11〕四媒体の重視強化と確保を，（2聡合マーケティング進展と成長を，（3〕情報システ

　ムの構築を。

7．まごころをもづて顧客に本物のサーピスを提供し，もう一歩前進しもう一段深く掘

　り下げることによって，自らを変えて新しい転機を求めよう。
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8．三つのキーワードでチャレンジ邊

　　Creativity．Co1－aboration，Confidence．

9．売上げ増のための具体的施策，広告会社サービスの基本を再確認，交通広告の効果

　の実証，経費：原価の見直し。

1O．営業体質のレベルアッブと効率的な要員計画。

ユユ．（1〕競合激化に対処するための企業体力の強化。

　　（2階業戦略体側の確立。

　　（3〕ポスト不況を見据えた申規展望の明確化。

12．経営環境の激変に柔軟に対応し，お客様第一に徹し，競争激化に打ち勝つ。

13．既存クライアントの掘り下げと新規開拓，常に新しいものへの挑戦6

Bグループ
1．企業とその存在意義について。

2．開発体制の強化と推進，利益の出る体質の強化，人事の抜本的改革，日常業務の合

　理化。

3．売上げ確保と経費の節減を図り，足元を固める。

（1）新規市場の開発，（2〕生産性の向上，／3〕コミュニケーションの円滑化。

4．l1）利益重視，12〕CS一広告主サイドに立ったサーピス提供の重視。

5．エンドユーザーの情報受信を徹底分析し，コミュニケーション機能を使い分け，ク

　ライアント・サービスを深耕。

6、（ユ傭報の共有，加工，活性化によるクライアント・サービスの充実。

　　（2〕営業利益の拡大。

7．変化への挑戦と対応。

8．目標達成に向けて，社員一人一人が原点に戻り明るく楽しく仕事をしよう。

9．より高い目標に向かって努力し達成することが，何よりも白信■となり力となる。混

　沌とした時代こそ伸びるチャンスも大きい。

10．取扱高低迷下での経営健全化と将来への布石。

Cグループ
1、全社員一丸となって売上・利益の拡大を図り，社員の生活の安定を目指丸

2、人より一歩先を歩もう。

3、ωリエンジニアリング（仕事を墓本から見直し，かつ足元を固める）、

　　（2〕行動面では明るく振る舞う。

　　／3胴別健康管理の徹底。

4．（1〕創業の基本精神を忘れるな籟

　　（2床来を見据えて，不況下でも頑張ろう。

　　13〕杜員一人一人が自己研鑑を怠るな，会社もバソクアップする。

5．新分野での得意先拡大と新企画の艦進。

6．時代の空気に流されず，明るく前向きに，原点に返った営業活動。

？、30年計画のスタートの隼。各都・各白，目標に向かって努力を。

693



　274　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第359号

8．外部クライアントの獲得ならびに取扱い業務の拡大。（ハウスエージェンシーのた

　め）。

9．心機一転して新しい発想を持ち，各人の目標を確立する。

10、元気で，前向きに。

ユユ．質の向上チームワークの強化，新規アカウント獲得のチャンス。

Dグループ
1．“道”に迷ったり不安を感じた時は，出発点に戻して再スタートするのが，最善の

　解決策である。

2．クライアント・二一ズの的確な把握と，適切機敏な対応。

3．厳しい経済環境ではあるが，関西地区での景気回復は一歩早いだろう。好棲に向け

　て頑張ろう。

4．本業重視，新規重点。

5．巌しい経済状況の中で，質の高い仕事でクライアント・サービスを徹底し，景気回

　復に備える。

6．前年並みのアカウントを獲得，入りを増やして出を制す。

7．社貫各自が全員10％能率を向上させることを目指す。

8．（1断規クライアントの獲得，（2僕務のイノベーション，13粗内外でのコミュニケー

　ションの徹底。

9．目標を持ち，積極的に行動する鉋

10．11溺状の業容から2－3隼スパンで，多角進出の必要性。

　　12）そのための体制の改革。

　　13〕4月新年度スタートに備える助走の必要性。

11．不採算部門からの徹退。

12．ぬるま湯からの脱出と自己反省。

ユ3．l1〕個々人の能力開発のための教育投資，（2源点に戻り攻撃的営業展開，（3〕とにかく

　明るく元気を出そう。

Eグループ
1．（ユ断規犬型クライアントヘの進出，12〕システム化の確立，（3〕トータル人事制度の確

　立。

2．不景気のせいにしても何も生れない。プラス思考で行こう。原点に帰って，クライ

　アントに役立てる方法を見つめ直そう。

3．厳しい現状を常として考える。能力を磨き，各人の仕事範囲を増やせ。リストラも

　ありうる。

4．墓本を大切にし，足腰の強い営業活動を。いま取組んでいる新しい專業分野を育て

　る。杜の動きを見定めよ。苦況打開の努力の中から，次のものが見えてくる。

5．創業O周年という節目の年であり，年商O億円体制の確立に向けて，社員一人一人

　のレベルアップを求めたい。

6．（1政治経済のターニングポイントを認識。
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　　（2〕既成の路線，思考の延長では無能化。

　　13）この時代の生き残りのためには，まずよく考えること。

　　（4）ピンチは，新企画のチャンスである。

　　（5〕新しいことをやるには，合理約とパワーが必要である。

7　全員による徹底サービス，倹約，誠意・熱意，創意工夫。

8　「基本に帰れ」“お客様第一’’の考え方と行動。足を使って顔を売り込む。足を使っ

　て心を通わせる。

9　よりスポンサーサイドの営業，企画まで踏み込み，惰報主体のSP企画を重点的に

　開発する。

10　クライアントの立場になり，売上を上げるための提案をしていく。

SP会社等

大規模グループ

1．新しいビジネスチャンスを求めて。

2．景気の動向はどうあれ，独自の商品開発を！

3．（1〕プロを目指せ。

　　12）現状の延長線上に解決策はない。現状を見据えた的確な行動を。

4．攻めの営業，惰報システムの再構築，など。

5．業務改革を継続し，足腰の強い企業体質を目指そう。

6、経済不況に怯まず，一陽来復を期待。好機に備えて企業能力を高めよう。

7一組織が生き残るためには，大胆な整理と個性的な創造心が必要である。管理者全員，

　経営参画の意識のもと，自分たちで建てた計画値を達成させる。

8一コスト意識，原点見直し（旧客点検），新規計画。

9．／ユ〕規制緩和，不況中チャンスとして捉えよう。

　　（2〕心機一転，「築く心」

中小規模グループ

1一ユ）国内外の情勢の変化，価値観の変化など，時代を読む力。

　　（2〕競争力のあるモノと晶質の追求，とくにコスト圧力下での品質の追求。

2．粋にかっこよく，本年も頑張ろう。

3．定収増益体質の強化。

4一（1噺規クライアントの獲得，12〕他企業との積極的業務提携，（3〕組織機構の体系的見

直し。

5、原点回帰。経営戦略方針は現状のまま，個人の能カアップ，クライアントヘの企画

立案で他社に勝つ。

6．経費節滅，売上増進。

7、厳しい時こそチャンスあり。

8一クリエイティブ・プロダクションの立場として，制作者が今どういう立場にあり，

どう行動すべきか（という内容）。
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9　頭と身体を使って，現状を打破する。

10　大海の申の小舟が，さらに竜巻に突入しようとしている。全員心を一つにして桑り

　切ろう。

1ユ感催の前に知性を持つこと。一芸で勝負するのではな＜，少なくともあと一つ芸を

　持つこと（たとえばクリエイティブ十金融・証券知識など）。

ユ2　「提案営業」

　米国の広告主，わが国の広告主・工一ジェンシーなどの広告及び広告関連間

題を上述のものから理解されたい。現代広告コミュニケーション，プロモー

ション，マーケティング・コミュニケーションの一層の高質化，洗練化を計る

上での主な留意点の検討にこれらが役立てば幸いである。
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